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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員17人
（正規17人）

88 95 ③ 整理統合

　H28当初予算編成から実施
している予算編成事務の見直
しを引き続き実施したうえで、
所管局のマネジメントによる施
策の選択・重点化をさらに促
進し、必要な施策に予算を配
分しつつ、財政健全化を着実
に推進する。

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

ヒ
ト

職員3.00人 25 247

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

主要事務事業戦略シート

局・区の使命 市税の確保や、公有財産の適正な管理等により、財政健全化を推進する。

事業選択・重点化・見直しの考え方
義務的な事務事業が多く、事業選択の余地は少ない。
執行方法等の工夫により、見直しを図っていく。

課題抽出 今後の方向性

所管課
改善・改革の

手法
今後の方向性

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

2 市債発行関係事務

公共施設整備等の財源と
して市債発行による資金
調達を行う。
なお、市債発行に当たっ
ては、債券市場における
安定的な調達を基本とし
て、有利な条件での発行
を目指す。

○発行手数料
市債（証券形式）を発行す
るための手数料

○投資家説明会経費
金融機関・投資家等に当
市の財政状況を説明する
ための資料作成費など

カ
ネ

歳出予算額 7百万円
（うち一般財源 7百万円）
【主なもの】
予算書作成

7 6

カ
ネ

歳出予算額　222百万円
（うち一般財源　222百万
円）

【主なもの】
手数料　220百万円
使用料・負担金　2百万円

222 253

≪財政健全化≫
・第１期財政健全化プラン
（H22-25）において、数値目標
を掲げた12項目のうち市債残
高の圧縮など6項目で目標を達
成
・第2期財政健全化プラン（H26-
29）においても主要債務総額な
どの目標について概ね達成の
見込
・健全化判断比率等の各種指
標が着実に改善したことなどを
踏まえ、「脱・財政危機」宣言を
解除（Ｈ29.9月）

≪市民福祉の向上≫
R2当初予算において、「医療・
介護・障害者支援」、「子育て・
教育」、「都市づくり・地域経済
活性化」、「東京２０２０オリン
ピック・パラリンピック競技大会
開催に向けた取組み」、「市制１
００周年に向けた取組み」のほ
か「災害に強いまちづくり」に予
算を重点配分

　新型コロナウイルス感染症の
影響を受ける市民や事業者へ
の支援を的確に実施するため、
国の動向などを注視し、適切に
予算措置を講じる必要がある。

　また、次年度予算編成では、
新型コロナウイルス感染症の影
響で、市税収入の大幅な減少
や社会保障経費の増加が懸念
されており、また、基金借入残
高が多額であり、健全化判断比
率等の各種指標も高い水準に
あることなどから、財源の効率
的な配分に努め、財政健全化
に向けた取組みを推進する必
要がある。

財政課1 予算編成事務

　将来負担を削減し次世
代へ負担を先送りするこ
とのないよう財政健全化
を推進しつつ、必要な施
策に予算を配分し、市民
福祉の向上を図る。

【提供内容】
当初予算及び補正予算
の編成

【提供先】
全市民

○発行手数料
事務執行に必要な市債550億
円を滞りなく調達（100円発行に
つき40銭程度の経費）

○投資家説明会経費
・合同IR
年1回開催し、約40人に説明
・個別投資家訪問
要請に応じて個別に機関投資
家を訪問し、市の財政状況を説
明
（訪問先：約40件）

○市債発行は金融商品取引業
になるため、法律上、金融機関
に引き受けてもらうこととなる。

○投資家説明会経費
千葉市債を安心して購入しても
らうため、金融機関・投資家等
に当市の財政状況を説明する。
(合同IR、個別投資家訪問）
市債発行の際の金利条件等は
他政令市同等の水準を確保で
きている。
個別の投資家のニーズに則し
た情報提供を行うことが課題

資金課

令和２年度

財政局

財政局長 小池浩和
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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価
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令和２年度
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ヒ
ト

職員6.45人
（正規 5.65人、非常勤 0.80
人）

45 141 ⑦ 資産活用

管財課も含めた全庁各所管
課において、未利用地等に区
分される施設の現状を調査・
把握し、公有財産の有効活用
に努めていく。

モ
ノ

土地・建物一式

＜主なもの＞
・土地：松ケ丘住宅
・建物：センシティビルディン
グ

12
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

事務職3.00人
技能労務職員5.00人

62 116 ② 課題抑制

事故防止については、文書に
よる注意喚起や研修会の開
催に加え、被害軽減機能付き
車両の導入及び実技研修を
検討する。

モ
ノ

車両

＜主なもの＞
・共用車、専用車
・車両管理システム

1
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

事務負荷の軽減については、
車両管理システムを全庁リ
リースし、一括集中管理を分
散する等運用変更を見直し、
所管課においても全庁統一的
な管理により効率を向上させ
る。

4 車両管理

公共交通機関等より効率
的あるいは利用が不可能
な場合の移動や輸送手
段を確保し、全庁の円滑

な公務執行を図る。

・専用車、共用車両の維
持管理

・強制・任意保険に係る加
入・請求等

・全庁公用車の事故処理
の総括

・安全運転に係る庁内啓
発

・全庁公用車の管理等の
総括

・特別職等の送迎運転業
務

カ
ネ

【歳出予算額】
84百万円
（うち一般財源74百万円）

【主なもの】
火災保険料　63百万円

84 78

3 財産管理

公有財産を常に良好な状
態で管理し、それぞれ用
途又は目的に応じて、最
も効率的な使用を図る。

・火災保険等の加入
【各対象施設の職員及び
利用者】

・普通財産の維持保存
【各物件の周辺住民等】

①任意保険については、示談交
渉付契約とし、事故処理における
当時課の作業負荷の軽減及び迅
速な解決を図っている。
<H31実績>
・人身事故：6件
・対物事故：33件
・自損、発見事故：123件
・被害：14件
②新規導入車両についてﾘｰｽ導
入とし、予算の平準化を図ってい
る。
<H31実績>
リース導入車両
50/65台　リース率77%
③車両稼働率
<H31実績>
 76%（1日平均1.0回使用）
※故障、事故、整備等による休車
期間並びにトラック等の用途限定
車を除く

①交通事故件数の増加
　文書による啓発以外にもドラ
イブレコーダの設置等、物理的
な防止策をしているが、近年、
交通事故が増加傾向にある。

②リース導入における事務負
荷の増大
　毎月の使用料の支払事務や
更新作業等、維持管理作業の
負荷が増大している。

③全庁車検切れ防止対策
　公用車の車検切れが発生し
たことに伴い、リース車両も含
め管理方法及び実施報告の徹
底を行い、防止に努めている。

管財課

＜主な実績（R1）＞
①保険の加入実績
  58,792千円
　 内訳：建物、動産、航空機、
船舶
　
②普通財産の維持保存
　雑草除去、樹木剪定等実績
　3,840千円

①保険の加入・支払事務につ
いて
　企業会計分を除き一元化して
いる。

②公有財産の有効活用につい
て
　未利用地等の有効活用の可
能性の精査及び最も効果的な
活用方策を検討、推進していく
必要がある。

管財課

カ
ネ

【歳出予算額】
0.53億円（うち一般財源0.53
億円）
【主なもの】
使用料及び賃借料 0.13億
円
自動車損害保険料0.23億円

53 46
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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価
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令和２年度

財政局

財政局長 小池浩和

ヒ
ト

職員5.00人
（正規 5.00人）

39 1,608 ⑦ 資産活用

中央CCについては、新庁舎
整備に伴う執務室の仮移転先
として空きスペースの活用が
完了した。
本庁舎については、募集不調
に終わった食堂の代替として
キッチンカーを導入するなど、
空きスペースの有効活用に努
めていく。

モ
ノ

本庁舎
中央ＣＣ

338
＜参考＞

前年度決算額
① 調達改革

引き続き、市全体の維持管理
コストの削減に取り組む。

ヒ
ト

職員１６人 131 136

モ
ノ

なし 0
＜参考＞

前年度決算額

カ
ネ

【歳出予算額】
12.31億円（うち一般財源
12.18億円）
【主なもの】
委託料 3.32億円
使用料及び賃借料 2.45億
円
光熱水費 2.08億円

1,231 848

カ
ネ

歳出予算額5,822千円

主なもの
使用料3,620千円

5 6

5 庁舎管理

本庁舎における公務の円
滑かつ適正な執行を確保
するため、各種維持管理
業務等を行なう。

庁舎（付属施設を含む。）
の維持管理【職員・来庁
者】

6 契約事務経費

市が発注する建設工事
や物品調達等において、
予算執行課に代わり、公
平性、競争性、透明性を
確保した適正な入札の執
行又は見積書の徴収、そ
の結果を踏まえて選定し
た業者との契約の締結等
の事務を行う。

①千葉市入札参加資格
者名簿等の作成
②建設工事、測量・建設
コンサルタント等に係る委
託、物品購入及び印刷等
の発注に伴う入札の執行
又は見積書の徴収、選定
業者との契約締結等
③建設工事等入札参加
資格等審査会をはじめと
する各種委員会の運営
④県及び県内市町村で
共同利用する「ちば電子
調達システム」への参加

契約件数（元年度）

①工事　　　　　８０４件

②測量等委託　２３０件

③物品　　　　　５０６件

④清掃等委託　 　８件

建設工事等入札
参加資格等審査会
開催回数　　　　　３８回

入札参加資格の設定、指名若
しくは、見積書徴収業者の選定
又は予定価格の設定等を予算
執行課ではなく、契約課が行う
ことで、業者選定過程における
公正性を確保できる。

契約課

本庁舎・中央ＣＣについては、維
持管理業務を通じて、安定した施
設運営をおこなうと同時に、維持
管理コストの削減を図った。

①維持管理コストの大きな電気料
金は、本庁舎を含めた約300施設
を4グループに分けて単年度契約
を締結していたが、平成30年度よ
り更なるコストの削減を図るため
長期継続契約による競争入札を
行っている。
令和元年度においても、引き続き
長期継続契約による競争入札を
行っており、契約期間における効
果額の総額は約6.5億円。
平成３０年度に入札を行った一部
の施設については契約が続いて
おり、契約期間における効果額の
総額は約0.4億円。

②委託料のコスト削減を図るた
め、清掃業務委託及び警備業務
委託について、令和２年度より２
か年の長期継続契約を行ってい
る。

平成30年度より、メーカー系保
守点検業務を除く維持管理業
務については、中央CCと本庁
舎分をあわせて一括発注を
行っている。また、一部の業務
委託では、新庁舎整備の影響
を受けない期間での長期継続
契約を行っている。

今後も、コスト縮減が期待でき
る長期継続契約や複数施設で
の一括発注などを検討していく
が、新庁舎の開庁や、中央ＣＣ
のあり方を見据えながら、新庁
舎と現庁舎、中央ＣＣについ
て、それぞれの条件に見合った
最適な発注ロットを見極めてい
かなくてはならない。

管財課
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コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

令和２年度

財政局

財政局長 小池浩和

ヒ
ト

職員32.4人（2事務所計）
（市税事務所正規15人、市
税出張所正規9.4人、派遣8
人）

200 237 ③ 整理統合
窓口業務の実態調査により、
業務の整理統合を検討する。

モ
ノ

-
＜参考＞

前年度決算額
④ アウトソーシング

市税出張所の窓口業務につ
いても人材派遣の導入を検討
する。

ヒ
ト

職員46人（2事務所計）
東部18人、西部28人

349 439 ③ 整理統合

モ
ノ

-
＜参考＞

前年度決算額
⑥ ＩＣＴ活用

・納税通知書（普通徴収分）
　発送数　未定
（令和２年度課税）

繁忙期における確定申告事務
の支援に時間を取られるほか、
市税事務所・本庁間での効率
的な事務分担が図られていな
い状態である。

○繁忙期（2月～4月）
市民税賦課担当職員平均時間
外勤務時間
（1か月1人あたり）
Ｒ２年　　 64.3h
H31年　　53.6ｈ
H30年　　55.8ｈ

同じ税基幹システムを利用す
る他市の事務体制等を参考
に、業務分担を見直すなど、
賦課事務に係る作業時間の
縮減策について検討する。 課税管理課

各市税事務所
市民税課

カ
ネ

【歳出予算額】
９０百万円（一般財源０）
主なもの　委託費　「市民税
入力データ作成」２１百万円

90 未確定 ③ 整理統合
税務署の確定申告事務の支
援内容の見直し、業務分担の
見直しを検討する。

・原付バイク登録・廃車等件数：
　12,386件
・税務証明等交付申請書受付
　件数：213,734件
（令和元年度）

<現状>

１　市税事務所においては、人
材  派遣の活用により業務の効
率化を図っている。
　また、市税出張所において
は、専属の再任用職員と市税
事務所各課から輪番で派遣さ
れる正規職員で証明書発行、
相談業務等を実施している。

２　アウトソーシング（平成２６年
度から）

（１）業務委託による事務セン
ターの設置（郵送による証明書
の発行等）
（２）市税事務所での証明書発
行業務等への人材派遣の活用

<問題点>

１　平成２９・３０年度に市税出
張所窓口の実態調査を実施し、
平成元年度に調査結果を検討
した結果、以下の問題点が判
明

（１）　輪番で派遣される職員ご
とに業務量にばらつきがあり、
また、派遣により本来の市税事
務所における業務が滞ることに
よる負担感の発生

（２）繁忙期・通常期の来客数の
変化による出張所全体の業務
量のばらつき

２　現在、市民総合窓口で一部
の税証明の交付できるようにな
り重複する業務があることか
ら、市税事務所・市税出張所で
の税務サービスの内容につい
て再検討が必要となる。

税制課

課税管理課

カ
ネ

【歳出予算額】
１０４百万円
（うち一般財源２４百万円 ）
【主なもの】
３２百万円（窓口等業務職
員派遣費）
【歳入予算額】
６７百万円
【主なもの】
税務証明手数料
６７百万円

37 未確定

7
市税事務所・市税出張所
の窓口業務

　市税事務所及び4か所
の市税出張所（中央区、・
花見川区・稲毛区・緑区）
にて来庁される市民の皆
様へ各種税務証明書の
交付、原付バイクの登録・
廃止事務等の業務を円
滑に提供することで市民
サービスの向上を図る。

・税証明の発行
・原付バイクの登録・廃車
・プレートの交付

8
住民税賦課業務（普通徴
収）

住民税の納税義務者に
正しく税の申告をしていた
だき、適正に住民税の賦
課を行い、納税通知書を
発送する。

・税申告の受付（税務署
　の確定申告業務への
　協力を含む。）
・申告書等データパンチ
・納税通知書作成・発送
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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

主要事務事業戦略シート

局・区の使命 市税の確保や、公有財産の適正な管理等により、財政健全化を推進する。

事業選択・重点化・見直しの考え方
義務的な事務事業が多く、事業選択の余地は少ない。
執行方法等の工夫により、見直しを図っていく。

課題抽出 今後の方向性

所管課
改善・改革の

手法
今後の方向性

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

令和２年度

財政局

財政局長 小池浩和

ヒ
ト

職員46人（2事務所計）
東部18人、西部28人

349 460 ③ 整理統合

モ
ノ

3
＜参考＞

前年度決算額
⑥ ＩＣＴ活用

ヒ
ト 課税管理課職員１０人

32 32

モ
ノ

-
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

課税管理課２人
東部１８人
西部１４人

137 137

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

課税管理課

カ
ネ

【歳出予算額】５７百万円
（うち一般財源）
委託費　５７百万（債務負担
行為）

57

11 土地評価に係る事務
適正な評価をすることで
適正な課税を行う。

土地評価に関し、専門的
な見地から調査分析など
の支援を受けている。

令和元年度から３年間、本市の
土地評価に関する助言、個別
相談業務などを委託している。

専門的な見地から、適正な土地
評価に資する有益な助言を得
ている。

課税管理課

カ
ネ

【歳出予算額】
（うち一般財源）
委託費　「千葉市固定資産
評価（土地）総合支援委託
料」
債務負担行為　２６百万円

39

10 納税通知書作成業務

市県民税（普通徴収）、軽
自動車税、固定資産税・
都市計画税の各税目が
それぞれ賦課される納税
者に対して、賦課決定通
知をするとともに、納付税
額を通知する。

各納税者に対し、各税目
（市県民税（普通徴収）、
軽自動車税、固定資産
税・都市計画税）において
定めた賦課決定日に納
税通知書を送付する。

これまで納税通知書作成につ
いては各税目ごとに委託を行っ
ていたが、平成２９年度納税通
知書作成業務から委託を一本
化することとし、平成３０年度以
降の委託契約も一本化してい
る。

令和２年度納税通知書発送件
数
・市県民税（普通徴収）・・未定
(６月１０日発送予定)
・軽自動車税・・136,379通（５月
１１日発送）
・固定資産税・・343,730件（４月
10日発送）

納税義務者数の増加に伴い、
納税通知書発送件数も増加傾
向にあるが、委託契約の一本
化により、事務の合理化に一定
の効果がでている。

課税管理課
各市税事務所

市民税課

カ
ネ

【歳出予算額】
１１１百万円（一般財源０）
主なもの　委託費　「課税
データパンチ」２０百万円

111 未確定 ③ 整理統合

税務署の確定申告事務の支
援内容の見直し、特別徴収業
務増加による組織見直し・集
約化を検討する。

9
住民税賦課業務（特別徴
収）

住民税の特別徴収義務
者に正しく税の申告をして
いただき、適正に住民税
の賦課を行い、納税通知
書・税額決定通知書を発
送する。

・税申告の受付（税務署
　の確定申告業務への
　協力、給与支払報告書
　前処理を含む。）
・申告書等データパンチ
・税額決定通知書作成・
　発送

・特別徴収税額通知書発送数
　60,181通（未確定）
（令和２年度課税）

繁忙期における確定申告事務
の支援に時間を取られるほか、
市税事務所・本庁間での効率
的な事務分担が図られていな
い状態である。

○繁忙期（2月～4月）
市民税賦課担当職員平均時間
外勤務時間
（1か月1人あたり）
Ｒ２年　　 64.3h
H31年　　53.6h
H30年　　55.8h

同じ税基幹システムを利用す
る他市の事務体制等を参考
に、業務分担を見直すなど、
賦課事務に係る作業時間の
縮減策について検討する。
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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

主要事務事業戦略シート

局・区の使命 市税の確保や、公有財産の適正な管理等により、財政健全化を推進する。

事業選択・重点化・見直しの考え方
義務的な事務事業が多く、事業選択の余地は少ない。
執行方法等の工夫により、見直しを図っていく。

課題抽出 今後の方向性

所管課
改善・改革の

手法
今後の方向性

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

令和２年度

財政局

財政局長 小池浩和

ヒ
ト

課税管理課２人
東部１８人
西部１４人

130 130

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

ヒ
ト

職員7.9人（正規職員4.9人・
非常勤職員3.0人）

37 135

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

13 収納整理事務

納税義務者に対し、市税
の納付方法を多様化する
ことで納付の選択肢を増
やし、利便性を向上させ
る。
また、市税未納者に対し
て初期対応として督促状
を発布することで滞納額
を圧縮させ歳入確保につ
なげる。

【サービス等の提供内容】
市税の納付方法
　・口座振替納付
　・コンビニ納付
  ・金融機関窓口納付
　・ペイジー納付
　・クレジット納付
　・地方税共通納税シス
　テム

【提供先】
・　納税者

・平成31年度納付方法別収納
状況）H31年度末時点
全収納件数　1,98,312件
全収納額　　104,076,765千円

口座振替
　　　 件数　841,567件（42.1%）
       金額　40,263,915千円
コンビニ納付
　　　件数　626,050件(31.3%）
　　　金額　13,571,798千円
金融機関窓口納付
　　　件数　303,711件（15.2%）
　　　金額　41,824,211千円
ペイジー納付
　　　件数　197,778件(9.9%）
　　　金額　7,304,838千円
クレジット納付
　　　件数　29,206件（1.5%）
　　　金額　1,112,003千円

・平成31年度督促
　発送件数　237,929件

・様々な収納チャネルを用意し
たことで確実に納期内納付率
が上昇している。
・令和元年10月に法人市民税・
事業所税・市県民税（特別徴
収）の電子納税を実現するた
め、「地方税共通納税システ
ム」を導入した。
　導入当初には想定していな
かった運用上のエラーが発生し
ており、対応方法を確立してい
く必要がある。

課税管理課

カ
ネ

【歳出予算額】９百万円
【主なもの】家屋評価システ
ム機器賃借料
５百万円

5

納税管理課

カ
ネ

【歳出予算額】
97,375千円
（うち一般財源０円）
【主なもの】
・コンビニ代行
 業務委託36,930千円
・督促状発送26,973千円

98
128
（一般財源０円)

12 家屋評価に係る事務
適正な評価をすることで
適正な課税を行う。

新築や増築された家屋に
ついて、国の定めた評価
基準に基づいて家屋評価
を行う。

家屋評価件数３，８５１件（令和
元年度実績）
※家屋評価システムで評価を
行っている件数

家屋評価システムの導入によ
り、評価精度が向上したほか、
作業時間の短縮化が図られ、
負担軽減につながっている。
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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

主要事務事業戦略シート

局・区の使命 市税の確保や、公有財産の適正な管理等により、財政健全化を推進する。

事業選択・重点化・見直しの考え方
義務的な事務事業が多く、事業選択の余地は少ない。
執行方法等の工夫により、見直しを図っていく。

課題抽出 今後の方向性

所管課
改善・改革の

手法
今後の方向性

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

令和２年度

財政局

財政局長 小池浩和

ヒ
ト

職員94.1人（正規職員82.1
人・非常勤職員8.8人・嘱託
職員3.2人）

632 1,022

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

14 徴収整理事務

市税等滞納者に対し、滞
納整理を速やかに実施す
ることで市の歳入確保に
つなげる。

【サービス等の提供内容】
　・当初催告書（1号）の送
付
　・一斉催告書の送付
　・遠隔地現地調査業務
  委託
　・他市町村への実情調
査
　照会書作成業務委託
　・市税滞納管理システム
　 の運用
  ・統一滞納管理システム
   の開発・運用
  ・納付推進センターの開
設
　 準備・運用
  ・電子預金調査システム
   の開発・運用

【提供先】
　・ 納税者

【H31年度実績】
・当初催告（1号）
　発送件数           64,640件
  催告金額　　2,949,467千円
　
・一斉催告

　市税納付催告書
　　発送件数     　39,145件
　　本税　　　   3,875,442千円
　　延滞金　　　  443,194千円
　延滞金納付催告書
　　発送件数　　　3,337件
　　延滞金　　　 317,828千円

・遠隔地現地調査業務委託
　調査件数　　　　　 790件
　整理額　　　     12,076千円
（うち収納額　      8,123千円）
（うち執行停止額  3,953千円）

・市外滞納者に対する実情照会
書等作成業務委託
　調査件数　　　　　1,600件
　整理額　　　　  27,949千円
（うち収納額　    24,006千円）
（うち執行停止額  3,943千円）

【現状】
　市税徴収率は、H17年度88.7%
と政令市平均(95.0%）とは、6.3%
の差があったが、滞納整理に積
極的かつ組織的に取り組んだ
結果、着実に上昇を続け、H30
年度は、97.9%となり、千葉市を
除く政令市平均（98.4%）との差
も0.5Pまで縮まってきている。し
かしながら政令市順位では20
市中15位であり、依然として下
位に位置している。
　滞納繰越分の収入額は３年
続けて目標を下回っているが
（H28:▲2.8億円、H29:▲2.7億、
H30▲:0.4億円）、滞納繰越額は
確実に減少している（H25：85.8
億円→H30：40.1億円）。滞納繰
越分の徴収率は、H28、H29決
算では2年連続前年度を下回っ
たものの、H30決算では過去最
高の徴収率となっている。

【問題点】
　滞納繰越分
(1)市税調定額に占める滞納繰
越額の割合が政令市中６番目
に高い2.1%となっており、これを
政令市平均（1.6%）並みに圧縮
することが必要である。
(２)高額案件の滞納整理を進め
た結果、滞納者一人当たりの滞
納額が減少したことで徴収額も
減少している。
(3)財産調査や生活実態を把握
することに時間を要する市外居
住の滞納者が平成３０年度末で
全体の約２７％を占めている。

【今後の方針】
(1)目標徴収金額、差押及び処
分停止並びに捜索の件数目標
を設定し、滞納整理を進め予算
額の確保に取り組む。
(2）市外居住者滞納額を圧縮す
るため引続き現地調査や実情
照会等作成を業務委託で実施
するとともに、これまでの結果を
踏まえた組織体制の見直しを
行い、効率的な滞納整理に取り
組む。
(3)滞納繰越分の収入額を確保
するため、臨戸による調査や捜
索に積極的に取り組む。

納税管理課

カ
ネ

【歳出予算額】
389,056千円
（一般財源0円）
【主なもの】
1号催告作成・封入（委託・
発送）
　　　　　　　　7,619千円
一斉催告作成・封入（委託・
発送）
　　　　　　　　19,187千円
遠隔地現地調査（委託）
　　　　　　　　15,244千円
実情調査照会書作成（委
託・発送）
                  2,101千円
市税滞納管理システム開
発・運用管理経費
　　　　　  　　8,263千円
統一滞納管理システム構築
費用(委託)
　　　　　　　150,147千円
統一滞納管理システム運用
費用（使用料）
　　　　　　　　12,807千円
納付推進センター（委託）
　　　　　　　109,000千円
電子預金調査システム（使
用料）
　　　　　　　　11,000千円

390
88
（一般財源０円)
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目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

主要事務事業戦略シート

局・区の使命 市税の確保や、公有財産の適正な管理等により、財政健全化を推進する。

事業選択・重点化・見直しの考え方
義務的な事務事業が多く、事業選択の余地は少ない。
執行方法等の工夫により、見直しを図っていく。

課題抽出 今後の方向性

所管課
改善・改革の

手法
今後の方向性

施策 その他

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

令和２年度

財政局

財政局長 小池浩和

ヒ
ト

職員16.4人（正規職員15.2
人・　徴収指導員1.2人）

119 146

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

納税管理課

カ
ネ

【歳出予算額】
26,416千円
（うち一般財源０円）
【主なもの】
・不動産鑑定料　3,779千円
・公売システム利用料
　　　　　　　　　　5,264千円
・不動産対面公売の広告
　　　　　　　　　　1,305千円
・弁護士委託
　　　　　　　　　　1,018千円
・弁護士メール相談委託
　　　　　　　　　　　675千円

27
17
（一般財源０円）

１５ 差押・公売事務

債権所管課から引き継い
だ債権を徴収し滞納額の
縮減を図るとともに、債権
管理の総合調整及び指
導により適正な債権管理
を推進する。
また、市税等滞納者の財
産に対して差押及び公売
を行い、市税に充当する
ことで、市の歳入確保に
つなげる。

【提供内容】
納付相談・滞納整理等
【提供先】
債権の債務者等

【提供内容】
公売の実施
【提供先】
納税者

平成31年度引継債権徴収実績
強制徴収債権
・徴収額538,072千円
・差押1,179件
・処分停止15件等
非強制徴収債権
・徴収額9,898千円
・支払督促3件
・強制執行2件等

【平成31年度公売実績】
・インターネット公売
　公売成立物数 　　 38件
　市税充当額　6,422千円

・対面公売
　公売成立物数     　2件
　市税充当額　8,268千円

※実績は動産と不動産の合計

市税の滞納額は引続き縮減傾
向にあり、市全体の滞納額は
年々減少しているものの、一方
で一部の債権については滞納
額の増加が見受けられる。市税
事務所並びに債権所管課が連
携して横断的な効果的・効率的
に債権圧縮に努め、適正な債
権管理に向けた職員の意識啓
発が必要であり、加えて徴収目
標に関する進行管理、及び徴
収のノウハウの提供・指導等を
行っていく。


